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調査について

調査概要

調査名: 『Think! ロウゴ』大学生アンケート（2008年度版）

実査期間：2007年8月10日(金）～8月14日（火）

調査地域：全国（北海道／東北／北関東・甲信越／首都圏／東海・北陸／

近畿東南部／大阪圏／中国／四国／九州・沖縄）

調査対象者：18～24歳の大学生男女（短大生、大学生、大学院生）

調査方法：インターネット

有効回収数：1,000

目的

未来の社会の担い手である大学生を対象に老後の備えや迎え方に関する意識・動向を
調査

調査結果を踏まえ、「Think! ロウゴ」（大学生に老後の所得保障について学ぶ機会を提
供し、政治家やオピニオンリーダーに向け独自の「提言」を発表してもらう学生イベント）
実施の参考とする
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サマリー

将来・老後についての見通し／不安

老後のイメージを「暗い」と答えた学生は全体の約6割
「暗い」と答えた理由には社会保険庁問題の影響が大きい。「明るい」と答えた理由でも政府への期待
は低く、「自分で何とかする」という意識が強い

年金・社会保障制度に対する不安

社会保障制度（年金・医療・介護）の中で年金に対する不安が最も大きい

日本の公的年金の特徴（国民皆年金、社会保険方式、世代間扶養）の中で、世代間扶養制度をネガテ
ィブにみている割合が最も多い

学生の9割が日本の公的年金は「信頼できない」と回答。同制度を「現状のままで良い」と考える学生は
全体のわずか2.6%
約8割の学生が公的年金制度についてもっと知りたいと感じている。そのために国や教育機関を通じて
学ぶ機会を求めている傾向が強い

老後の生活資金・資産形成に対する意識

仕事をしている時に比べ退職後の生活水準は下がると過半数が回答。退職後の生活資金は貯金など
自分の資産に頼るという回答が約半数。

過半数が老後の計画は20代のうちに始めると回答
公的年金の不安から対策として生活費を切り詰めるなど、自助努力で不足分を補うことを考える意見
が多い

親の老後／自分の老後

自分の将来に関する相談相手は親・祖父母が最多

45%の学生が親の老後の面倒は「自分がみる」と回答。親・祖父母と同居している学生ほどその率は
高い
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I. 将来・老後についての見通し
老後のイメージ

明るい
42 .0%

暗い
58 .0%

老後のイメージを「暗い」と答えた学生は全体の約6割

【Q10. 「老後」という言葉のイメージ】

n=1000
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I. 将来・老後についての見通し
老後のイメージ（理由）

【Q10-1.老後のイメージが明るいと答えた理由】

社会保険庁の問題
など公的年金制度
が大きな問題を抱
えているから
37 .6 %

景気が悪くなり企業
からの退職金の給
付額があがるはず

ないから
14 .1 %

少子高齢化が進み
医療等の条件は先
に行くほど悪くなる
はずだから
24 .1 %

その他
7 .2 %

祖父母の姿や両親
の話を聞いて充実
しているように見え

ないから
5 .9 %

努力しても将来報
われないような気が

するから
11 .0 %

老後のイメージを「暗い」と思う理由には社会保険庁問題の影響が大きい
「明るい」と考える理由も政府への期待は低く、自分で何とかするという認識が強い

【Q10-2.老後のイメージが暗いと答えた理由】

自分自身で努力す
ることで明るい道を

切り開いていけるか

ら

74.8%

その他
5.5%

政府・行政が明るい
老後の実現に努め

てくれると思うから

3.8%

医療などがさらに発
展して今後元気で

長生きする老人が

増えるから

4.3%

祖父母の姿や両親
の話を聞いて充実し

た老後が過ごせそう

だから

8.3%

民間レベルで明るい
老後の実現に努め

てくれるだろうから

3.3%

n=420 n=580
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II. 年金・社会保障制度に対する不安
社会保障制度（年金・医療・介護制度）

国の社会保障制度（年金・医療・介護制度）の中で公的年金制度が「今よりも悪くなる」と考える学
生が最多（72.3%）
医療・介護制度については「今と同じ水準」「今よりも良くなる」が合わせて約5割と楽観的

【Q11-1～ Q11-3 将来の社会保障制度の水準】

n=1000
6 .3

2 2 .5 2 3 .61 3 .6

2 5 .3 2 3 .3

7 2 .3

4 4 .7 4 4 .2

7 .8 7 . 5 8 .9

0 %

2 0 %

4 0 %

6 0 %

8 0 %

1 0 0 %

公的年金制度 医療制度 介護制度

わからない 　　　　　　　　　　　　

今よりも悪くなる　　　　　　　　　

今と同じ位の水準　　　　　　　　

今よりも改善する 　　　　　　　　

n=1000
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II. 年金・社会保障制度に対する不安
公的年金制度（国民皆年金・社会保険・世代間扶養）

678
627 6 3 4

3 2 2
3 7 3 3 6 6

0 %

2 0 %

4 0 %

6 0 %

8 0 %

1 0 0 %

国民皆年金 社会保険制度 世代間扶養

知らなかった

知っていた

「国民皆年金」「社会保険制度」「世代間扶養」について概ね認知度は高い
日本の公的年金の特徴（国民皆年金、社会保険方式、世代間扶養）の中で、世代間扶養制度

をネガティブにみている割合が最も多い

【Q12-1、 Q13-1、 Q14-1. 国民年金制度の認知度】 【Q12-2、 Q13-2、 Q14-2. それぞれの評価】

325
2 6 2

1 4 6

2 4 6

2 4 3 4 3 8

4 2 9
4 9 5

4 1 6

0 %

2 0 %

4 0 %

6 0 %

8 0 %

1 0 0 %

国民皆年金 社会保険制度 世代間扶養

わからない 　　　　　　　　　　　　

良い制度だとは思わない　　　　　

良い制度だと思う 　　　　　　　　

n=1000 n=1000
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II. 年金・社会保障制度に対する不安
公的年金制度への関心

約8割の学生が公的年金制度について「知りたい」と答える

【Q15. 日本の公的年金制度への関心】

知りたい
76.7%

知りたくない
23.3%

n=1000



9最終ページの「ご注意点」を必ずご確認ください。

II. 年金・社会保障制度に対する不安
公的年金制度への関心

「公的年金制度について知りたい」と答えた学生のうち、合わせて8割強が国や教育機関を通じて
学ぶ機会を求めている傾向が強い

【Q15-1. 公的年金制度の理解を深めるためには】

国が国民にき
ちんと説明す

べき
42.0%

義務教育など
年金について
学校の授業で
もっと取りあげ
るべき
42.4%

親がもっと子供
に説明すべき

2.0%国民がもっと関
心を持って自
分で勉強すべ

き
13.7%

n=1000
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II. 年金・社会保障制度に対する不安
公的年金制度への信頼

信頼できる
11.0%

信頼できない
89.0%

学生の約9割が日本の公的年金は信頼できないと回答
「今のままで良い」と考える学生はわずか2.6％

【Q16.日本の公的年金制度への信頼】 【Q17.公的年金制度は今のまま維持すべきか】

もっと抜本的な
改革が必要
43.0%

今のまま維持さ
れるべき
2.6%

今の公的年金制
度は廃止して新
しいやり方を考
えるべき
15.0%

今の制度を改良
する必要がある

39.4%

n=1000
n=1000
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III. 老後の生活資金
老後の計画・資金準備

過半数が20代のうちから老後の準備を始めると回答

【Q18. 老後の計画・資金準備を始める年齢】

２０代（学生のうち
から）

1 0 .2 %

２０代（就職してか
ら）

4 3 .1 %

３ ０代～４０代（結
婚するなど人生の

節目をきっかけとし

て）

3 2 .3 %

６ ０代（退職してか
ら考える）

0 .2 %

わからない
9 .3 %

５０代（退職が近づ
いたら）

4 .9 %

n=1000
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III. 老後の生活資金
公的年金に代わる老後の資金対策

「公的年金を信頼しない」と回答した学生のうち、対策として若いうちから生活を切

り詰めるという回答が最多

【Q16-1. 公的年金に代わる老後の資金対策（MA)】

n=890
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III. 老後の生活資金
退職後の生活水準

学生の半数が「仕事をしている時に比べ退職後の生活水準は下がる」と回答

収入がなくなるのだ
から老後の生活水

準は下がる

50 .0 %

子供なども自立し
悠々自適に暮らせ

るはずだから生活

水準は上がる

11 .9 %

あまり変化はない
24 .1 %

わからない
14 .0 %

【Q19. 仕事をしている時と比較した退職後の生活水準】

n=1000
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III. 老後の生活資金
退職後の主な収入源

約半数が退職後の生活資金を自分の資産に頼ると回答
公的年金を主な収入源と考える学生は3割

【Q20. 退職後の主な収入源】

国から支給される
公的年金

30 .4 %

勤めている企業か
ら支給される企業

年金や退職金

19 .6 %

自分の資産（貯金
など）

4 9 .8 %

その他
0 .2 %

n=1000
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III. 老後の生活資金
資金面における老後の不安

医療・年金・介護が老後の3大不安要因

【Q21.老後の不安要因(MA)】
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III. 老後の生活資金
退職後収入の保障

退職後の収入について6割が「国が保障すべき」と回答

最低限、年金な
どによって国が

保障すべき

59 .1%
長年働いてきた
会社が協力して

負担すべき

8.1%

子供が親を支え
ていくべき

6.6%

自分でなんとか
すべき

26 .2%

【Q22. 退職後収入について誰が責任を持つべきか】

n=1000
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Ⅳ. 親の老後／自分の老後
将来に関する相談相手

自分の将来に関する相談相手は親・祖父母が最多
「誰とも相談しない」と回答する学生も比較的多く、親と同居していない場合にそ

の比率がより高い

【Q23.将来に関する相談相手(MA)】 【Q23とQ5クロス: 同居／非同居比較】
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(n)

n=1000 n=660 n=340
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親が自分で考え
るべき

15 %

兄弟・親戚が面
倒をみると思う

1 0 %

老人ホームなど
のサービスを利

用する

8%

考えたことがない
22 %

自分がみる
44 .7 %

Ⅳ. 親の老後／自分の老後
親の老後について

45%の学生が親の老後の面倒は「自分がみる」と回答
親・祖父母と同居している学生はその率が高い

【Q26.親の面倒を誰がみるべきか】 【Q26とQ5クロス: 同居／非同居比較】

44.7 45.5 43.2

14.8 15.8
12.9

10.2 7 16.5

8
7.4

9.1

22.3 24.4
18.2

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全体 同居 非同居

考えたことがない 　　　　　　　　　　　　　　　

老人ホームなどのサービスを利用する　　

兄弟・親戚が面倒をみると思う　　　　　　　

親が自分で考えるべき　　　　　　　　　　　　

自分がみる 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

n=1000

n=1000 n=660 n=340



19最終ページの「ご注意点」を必ずご確認ください。

老後の生活にとって大切なものは「家族」と「健康」

【Q30. 老後の生活にとって大切なもの(MA)】

Ⅳ. 親の老後／自分の老後
老後の生活に重要なもの
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ご投資頂くお客様には以下の費用をご負担いただきます。
申込時に直接ご負担いただく費用・・・・・・申込手数料 上限 3.15%（消費税等相当額抜き3%）
換金時に直接ご負担いただく費用・・・・・・信託財産留保金 上限 1％
投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用・・・・・・信託報酬 上限 2.0265%（消費税等相当額抜き1.93%）
その他費用・・・・・・上記以外に保有期間等に応じてご負担頂く費用があります。目論見書、契約締結前交付書面等でご確認く

ださい。ご注意）上記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。
費用の料率につきましては、フィデリティ投信が運用するすべての公募投資信託のうち、徴収する夫々の費用における最高の

料率を記載しております。投資信託に係るリスクや費用は、夫々の投資信託により異なりますので、ご投資をされる際には、事
前に良く目論見書や契約締結前交付書面をご覧下さい。 I071003-5




